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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

中間会計期間
第78期

中間会計期間
第77期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （千円） 6,443,440 7,023,797 13,852,563

経常利益 （千円） 1,316,091 1,387,424 2,682,596

中間（当期）純利益 （千円） 932,386 930,315 2,065,512

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 744,896 744,896 744,896

発行済株式総数 （株） 3,849,000 3,849,000 3,849,000

純資産額 （千円） 8,499,452 10,257,334 9,650,023

総資産額 （千円） 19,179,239 20,110,795 20,160,222

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 260.07 260.09 576.99

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 90.00

自己資本比率 （％） 44.3 51.0 47.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 586,769 1,162,696 2,000,629

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △718,811 △683,068 △1,504,422

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 634,773 △386,725 △118,196

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,840,817 1,808,998 1,716,096

 

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

　当社の事業は、空調システム機器の開発・製造・販売の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略し

ております。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景とした設備投資や雇用・所得環境の改善傾向等に

より景気は緩やかな回復基調にありました。一方で、地政学リスクの高まりや物価の高騰、不安定な金融市場の影

響により企業の経営環境は依然として不透明な状況が続いております。

このような中、当中間会計期間の売上高は、生産体制の国内回帰による設備投資の増加や工場、公共施設等での

空気質改善の需要を取り込めたことにより堅調に推移しました。産業分野では、昨今の猛暑への対策や製品品質向

上のための空調機の導入が引き続き順調に進みました。保健分野では、ホテルや病院の新設案件、公共施設をはじ

めとした更新・改修案件が増加しました。

売上総利益、営業利益、経常利益は、売上高の増加により前年同期比で増加しました。また、中間純利益は、八

尾製作所旧工場棟解体による特別損失33百万円および税額控除の減少等による法人税負担増39百万円が影響したも

のの、前年同期並を確保しました。

製造部門では、八尾製作所内の主工場棟および管理棟が本格稼働し、引き続き再開発工事を進めております。ま

た、2050年カーボンニュートラルに向けた省エネ製品の開発を一層加速させるため、両製作所の試験研究棟建設を

並行して進めております。さらに、高井田工場においても太陽光発電設備を設置し、既に導入済みのCO₂フリー電

力とともに製造過程におけるCO₂排出削減を積極的に推進してまいります。

新製品開発、営業展開においては、当中間会計期間に商業分野向けの環境に配慮した省エネ空調システムの営業

提案を開始いたしました。

以上の結果、当中間会計期間の経営成績は、売上高7,023,797千円（前年同期比9.0％増加）、営業利益

1,395,383千円（同6.5％増加）、経常利益1,387,424千円（同5.4％増加）、中間純利益930,315千円（同0.2％減

少）となりました。

 

②財政状態の状況

（資産）

当中間会計期間末における資産合計は20,110,795千円となり、前事業年度末に比べ49,427千円減少いたしまし

た。これは主に、建設仮勘定の増加347,761千円、棚卸資産の増加149,331千円、売上債権の減少592,088千円等に

よるものであります。

 

（負債）

当中間会計期間末における負債合計は9,853,460千円となり、前事業年度末に比べ656,737千円減少いたしまし

た。これは主に、未払金の減少185,189千円、未払消費税等の減少172,741千円、仕入債務の減少144,096千円、借

入金の減少66,097千円、未払法人税等の減少54,503千円等によるものであります。

 

（純資産）

当中間会計期間末における純資産合計は10,257,334千円となり、前事業年度末に比べ607,310千円増加いたしま

した。これは主に、中間純利益の計上による増加930,315千円、剰余金の配当による減少321,916千円等によるもの

であります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より92,902千円増加

し、当中間会計期間末には1,808,998千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果取得した資金は1,162,696千円（前年同期は586,769千円の取得）となりました。主な増加要因

は、税引前中間純利益1,353,818千円、売上債権の減少592,088千円、減価償却費290,228千円であり、主な減少要

因は、法人税等の支払額473,879千円、未払消費税等の減少172,741千円等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は683,068千円（前年同期は718,811千円の支出）となりました。主な減少要因は、

有形固定資産の取得による支出591,754千円、無形固定資産の取得による支出47,772千円、有形固定資産の除却に

よる支出22,625千円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は386,725千円（前年同期は634,773千円の取得）となりました。主な増加要因は、

長期借入れによる収入1,500,000千円であり、主な減少要因は、短期借入金の減少額1,445,000千円、配当金の支払

額320,506千円等によるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(6）研究開発活動

　当中間会計期間における当社の研究開発活動の金額は、79,505千円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

木村工機株式会社(E35449)

半期報告書

 4/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,400,000

計 14,400,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,849,000 3,849,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 3,849,000 3,849,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 3,849,000 － 744,896 － 637,896
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社KIMURA 大阪府八尾市刑部一丁目354 420 11.74

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区中之島三丁目３番23号 200 5.59

木村 惠一 大阪府八尾市 189 5.28

大河内 英枝 大阪府八尾市 168 4.70

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 165 4.61

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 160 4.47

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 140 3.91

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 120 3.35

木村 晃 大阪市阿倍野区 114 3.19

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７－３ 100 2.80

神鋼商事株式会社 大阪市中央区北浜二丁目６番18号 100 2.80

計 － 1,876 52.45
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 272,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,575,000 35,750 －

単元未満株式 普通株式 1,900 － －

発行済株式総数  3,849,000 － －

総株主の議決権 － 35,750 －

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

木村工機株式会社 大阪市中央区上町Ａ番23号 272,100 － 272,100 7.07

計 － 272,100 － 272,100 7.07

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,716,096 1,808,998

受取手形 337,044 250,341

電子記録債権 3,351,334 2,807,028

売掛金 1,961,752 2,000,673

製品 1,390,006 1,565,511

仕掛品 283,753 213,678

原材料及び貯蔵品 852,030 895,931

前渡金 127 49,700

前払費用 88,634 120,140

その他 5,469 2,675

貸倒引当金 △21,553 △19,222

流動資産合計 9,964,695 9,695,457

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 4,288,699 4,190,363

構築物（純額） 252,623 242,371

機械及び装置（純額） 814,829 748,301

車両運搬具（純額） 8,825 7,841

工具、器具及び備品（純額） 241,492 268,947

土地 3,171,575 3,171,575

建設仮勘定 28,388 376,150

有形固定資産合計 8,806,434 9,005,549

無形固定資産   

ソフトウエア 86,909 148,465

ソフトウエア仮勘定 75,315 17,603

その他 805 784

無形固定資産合計 163,030 166,853

投資その他の資産   

投資有価証券 56,143 54,750

長期前払費用 6,351 5,535

繰延税金資産 891,899 892,325

その他 298,207 316,862

貸倒引当金 △26,539 △26,539

投資その他の資産合計 1,226,062 1,242,935

固定資産合計 10,195,527 10,415,337

資産合計 20,160,222 20,110,795
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 1,154,813 1,054,405

買掛金 461,391 417,702

短期借入金 ※ 1,550,000 ※ 105,000

１年内返済予定の長期借入金 167,200 417,188

未払金 438,954 253,764

未払費用 51,106 56,568

未払法人税等 520,129 465,626

未払消費税等 294,641 121,899

契約負債 34,288 38,918

預り金 98,484 46,051

賞与引当金 282,053 280,329

役員賞与引当金 40,288 18,609

製品保証引当金 9,696 10,103

資産除去債務 － 22,000

流動負債合計 5,103,047 3,308,167

固定負債   

長期借入金 2,753,025 3,881,940

資産除去債務 103,161 68,550

退職給付引当金 2,243,092 2,281,107

役員退職慰労引当金 307,872 313,695

固定負債合計 5,407,151 6,545,293

負債合計 10,510,198 9,853,460

純資産の部   

株主資本   

資本金 744,896 744,896

資本剰余金   

資本準備金 637,896 637,896

その他資本剰余金 71,526 71,526

資本剰余金合計 709,422 709,422

利益剰余金   

利益準備金 117,500 117,500

その他利益剰余金   

別途積立金 2,650,000 2,650,000

繰越利益剰余金 5,913,345 6,521,744

利益剰余金合計 8,680,845 9,289,244

自己株式 △509,457 △509,579

株主資本合計 9,625,706 10,233,983

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24,317 23,350

評価・換算差額等合計 24,317 23,350

純資産合計 9,650,023 10,257,334

負債純資産合計 20,160,222 20,110,795
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間会計期間

(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 6,443,440 7,023,797

売上原価 3,483,302 3,878,888

売上総利益 2,960,137 3,144,908

販売費及び一般管理費 ※ 1,650,049 ※ 1,749,525

営業利益 1,310,088 1,395,383

営業外収益   

作業くず売却益 12,622 12,571

租税公課還付金 3,758 －

その他 11,683 4,004

営業外収益合計 28,064 16,575

営業外費用   

支払利息 19,540 23,305

債権売却損 2,288 1,115

その他 232 113

営業外費用合計 22,061 24,535

経常利益 1,316,091 1,387,424

特別損失   

固定資産除却損 28 33,605

特別損失合計 28 33,605

税引前中間純利益 1,316,063 1,353,818

法人税、住民税及び事業税 383,677 423,503

法人税等合計 383,677 423,503

中間純利益 932,386 930,315

 

EDINET提出書類

木村工機株式会社(E35449)

半期報告書

11/18



（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間会計期間

(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,316,063 1,353,818

減価償却費 212,206 290,228

賞与引当金の増減額（△は減少） 43,321 △1,724

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,534 △21,679

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,037 406

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,710 38,014

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,532 5,823

貸倒引当金の増減額（△は減少） △641 △2,330

支払利息 19,540 23,305

固定資産除却損 28 33,605

売上債権の増減額（△は増加） 166,419 592,088

棚卸資産の増減額（△は増加） △642,312 △149,331

仕入債務の増減額（△は減少） △382,347 △144,096

未払消費税等の増減額（△は減少） 99,057 △172,741

その他 17,662 △187,544

小計 823,257 1,657,843

利息及び配当金の受取額 1,198 1,431

利息の支払額 △20,481 △22,699

法人税等の支払額 △217,204 △473,879

営業活動によるキャッシュ・フロー 586,769 1,162,696

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △682,838 △591,754

有形固定資産の除却による支出 － △22,625

無形固定資産の取得による支出 △35,166 △47,772

資産除去債務の履行による支出 － △11,575

その他 △806 △9,341

投資活動によるキャッシュ・フロー △718,811 △683,068

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 415,000 △1,445,000

長期借入れによる収入 500,000 1,500,000

長期借入金の返済による支出 △84,221 △121,097

割賦債務の返済による支出 △1,859 －

リース債務の返済による支出 △480 －

配当金の支払額 △143,519 △320,506

自己株式の取得による支出 △69,490 △121

自己株式の処分による収入 19,344 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 634,773 △386,725

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 502,731 92,902

現金及び現金同等物の期首残高 1,338,085 1,716,096

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,840,817 ※ 1,808,998
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間貸借対照表関係）

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当中間会計期間

（2024年９月30日）

当座貸越極度額 4,800,000千円 3,700,000千円

借入実行残高 1,550,000 105,000

差引額 3,250,000 3,595,000

 

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2023年４月１日
　　至　2023年９月30日）

当中間会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

荷造運搬費 215,482千円 235,363千円

給料及び手当 713,591 738,887

賞与引当金繰入額 135,567 137,643

役員賞与引当金繰入額 14,775 18,609

退職給付費用 45,205 39,860

役員退職慰労引当金繰入額 17,943 5,823

貸倒引当金繰入額 △641 △2,330

製品保証引当金繰入額 9,230 10,103

減価償却費 41,567 55,215
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 1,840,817千円 1,808,998千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 1,840,817 1,808,998

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 143,495 40 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 321,916 90 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　当社の事業は、空調システム機器の開発・製造・販売の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　当社の事業は、空調システム機器の開発・製造・販売の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、空調システム機器の開発・製造・販売の単一セグメントであり、その分類は以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

製品の種類別、品目別   

空調システム機器の売上高   

冷温水式ＡＨＵ 796,018千円 1,144,250千円

冷温水式ＦＣＵ 323,756 386,271

空冷ＨＰ式空調機＆外調機 3,232,055 3,466,996

冷温水式＆空冷ＨＰ式工場用ゾーン空調機 857,429 923,997

その他 1,234,180 1,102,281

顧客との契約から生じる収益 6,443,440 7,023,797

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 6,443,440 7,023,797

   

収益認識の時期   

一時点で移転される財又はサービス 6,443,440 7,023,797

顧客との契約から生じる収益 6,443,440 7,023,797

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 6,443,440 7,023,797

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 260円07銭 260円09銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 932,386 930,315

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 932,386 930,315

普通株式の期中平均株式数（株） 3,585,091 3,576,837

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

木村工機株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大　 阪　 事　 務　 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大 谷　智 英

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている木村工機株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第78期事業年度の中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、木村工機株式会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期中

レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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